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2014 年上期 会計基準設定主体国際フォーラム（IFASS）会議報告 

I. はじめに 

 会計基準設定主体国際フォーラム（International Forum of Accounting Standard 

Setters: IFASS）は、各国会計基準設定主体およびその他の会計基準に関連する諸問題

に対する関心の高い組織による非公式ネットワークであり、元カナダ会計基準設定主体

の議長であり元国際会計基準審議会（IASB）メンバーであるトリシア・オマリー氏が議

長を務めている。毎年、春秋の 2回、会合が開催される。 

今回の会議は、2014 年 3 月 6 日と 7 日の 2 日間にわたりインドのデリーで開催され

た。参加者は、英国、ドイツ、フランス、イタリア、ノルウェー、スペイン、オースト

ラリア、ニュージーランド、日本、韓国、香港、シンガポール、インド、米国、カナダ、

メキシコ、南アフリカ、シエラレオネなどの各基準設定主体からの代表者に加えて欧州

財務報告諮問グループ（EFRAG）からの代表者およびその他の地域グループの代表者、

国際公会計基準審議会（IPSASB）からの代表者など総勢 73名であった。IASB からはイ

アン・マッキントッシュ副議長、アラン・テシイラ シニア・ディレクター他が参加し

た。 

企業会計基準委員会（ASBJ）からは、西川委員長、小賀坂副委員長、関口常勤委員が

出席し、太田専門研究員がオブザーバーとして参加した。なお、本文中の意見に関わる

箇所は、筆者の個人的な見解であることを予めお断りする。 

II. 今回の会議の概要 

 今回の会議は、次の予定表に沿って行われた。 

No 議題 担当 

2014 年 3月 6 日 

1 IASBワークプランおよびIFRS財団の最近の状況

について 

(1)プロジェクトの状況に関する議論 IASB、カナダ1

(2)解釈及び適用ガイダンス、年次修正プロセス

における問題を含む判断規準に関する報告 

ドイツ、IASB 

2 メンバーによるプロジェクトの報告  

(1)財務報告における事業モデルの役割 EFRAG、フランス、英国 

1 本報告書中、便宜的に、国名を各国基準設定主体を指すものとしている。 
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(2)のれんの減損及び償却に関するプロジェク

ト 

EFRAG、日本、インド、イタ

リア 

3 国際公会計基準審議会からのアップデート IPSASB 

4 概念フレームワーク  

(1)概念フレームワークの役割 ニュージーランド 

(2)財務業績計算書での表示と測定との関連 FASB 

(3)開示に関する取組み IASB 

5 ベスト・プラクティス・ステートメントの更新 IFASS 議長 

(1) IASB と会計基準設定主体との協力関係 

(2) IFASS 憲章 

2014 年 3月 7 日 

6 IASB による主要なアジェンダに関する近況報告

（ブレークアウトセッション） 

IASB 

(1)リース 

(2)金融商品 

(3)開示に関する取組み 

7 時事的な問題  

(1)割引率 ドイツ 

(2)IFRS 第 11 号「共同支配の取決め」適用上の

課題 

イタリア 

(3)マクロヘッジ オーストラリア 

(4)国際競争入札の下での組込デリバティブの

分離 

インド 

(5)持分法－測定基礎なのか一行連結なのか？ EFRAG 

8 地域グループからの報告 

アジア・オセアニア会計基準設定主体グループ

（AOSSG） 

欧州財務報告諮問グループ（EFRAG） 

ラテンアメリカ会計基準設定主体グループ

（GLASS） 

全アフリカ会計士連盟（PAFA） 

各地域グループ 

9 メンバーによる新たなプロジェクト  

(1) キャッシュ・フロー計算書 英国 

(2) 年次報告の複雑性 EFRAG 

(3) 資本提供者による情報の利用 EFRAG 
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10 社会及び経済発展への会計基準の貢献：機会と脅

威 

シエラレオネ 

11 IFASS 会議の運営について IFASS 議長 

1. IASB ワークプランおよび IFRS 財団の最近の状況について 

(1)プロジェクトの状況に関する議論 

カナダ会計基準審議会（AcSB）から、IFRS 財団のトラスティーの戦略及びガバナン

ス、IASB の作業計画について説明がなされた。 

IASB の作業計画に関しては、リース、収益認識、概念フレームワーク、IFRS 第 3 号

「企業結合」の適用後レビューなどの各プロジェクトの状況が説明された。参加者と

IASB との質疑応答等の概要は次のとおりである。 

（リース） 

リースについては、IASB のマッキントッシュ副議長から、貸手サイド、借手サイド

いずれも論点が絞り込まれており、少なくとも 2014 年末までに最終基準化する方向で

検討している旨の説明があった。この点、参加者からは、貸手サイドに関しては基準化

を断念するのかという質問があった。これに対して、IASB のマッキントッシュ副議長

と米国財務会計基準審議会（FASB）のリンズマイヤー理事は、貸手サイドに関して仮に

現行と同様の結果をもたらす代替案を採用することが決定されたとしても、貸手サイド

と借手サイドについて範囲を対称とするかどうかという議論もあり、現時点では、現行

と同様の会計処理が適用されるとは必ずしもいえない旨の発言があった。 

（収益認識） 

IFASS 議長と参加者から、組成が予定されている適用グループの位置づけやガバナン

スなどについての質問があった。これに対して、IASB のマッキントッシュ副議長と FASB

のリンズマイヤー理事は、次のように回答した。 

・ 適用グループの組成の意図の一つは、現行基準の下での解釈を極力変更しないよう

に独自の解釈が公表されることを防ぐことである。 

・ 適用グループは意思決定機関ではない。 

・ 可能な限り透明性を確保するため、現在デュープロセス監視委員会と話し合いを持

っており、web で会議を視聴可能とすること等が検討されている。 

・ AICPA も産業ごとのガイダンスを公表することを予定しているが、全体を統括する

委員会により、これらの解釈を整合させる取組みを行われることが予定されている。 

（IFRS 第 3 号の適用後レビュー） 

IFRS 第 3 号の適用後レビューに関しては、IASB のシニア・ディレクターから、主に

次の説明がなされた。 

・ 企業結合の取得費用や NCI との取引に関わる会計処理等に関しては、当初想定され
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ていたほど大きな問題として関係者からフィードバックを受けておらず、他方、の

れんに関しては、償却や減損テストの適用方法などは、何度も議論がなされている。 

・ 適用上の懸念が大きい論点が特定されたとしても、適用後レビュー後、それがすぐ

にアジェンダに追加されて修正のためのプロジェクトが開始されるものではなく、

アジェンダに追加されるか否かはアジェンダ・コンサルテーションの結果等を受け

て決定される。 

（概念フレームワーク） 

IFASS 議長から、概念フレームワークの完了予定ついての質問があった。これに対し

て、IASB のマッキントッシュ副議長は、次のように回答した。 

・ 全ての章を書き換えることを意図しておらず、概念フレームワークの改訂を 3年で

終了するという当初の予定を守るつもりである。 

・ IASB は、特に測定と表示に関しては、より多くの議論が必要であると認識してい

る。 

(2)解釈及び適用ガイダンス、年次修正プロセスにおける問題を含む判断規準に関する

報告 

 ドイツ会計基準委員会（DRSC）から IFRS の修正に関する最近の状況について説明が

あった。DRSC の代表者は、主に、IFRS 解釈指針委員会の活動に関連し、主要な改善と

主要でない改善・解釈指針等がいつ行われるかが明確でない点を指摘した。また、多く

の参加者から、IFRS 解釈指針員会へのリクエストに対して十分な対応が取られていな

いとの意見が示された。 

この点、IASB のシニア・ディレクターから、IFRS 解釈指針員会は実務の適用にばら

つきがあるかどうかを重要視しており、事実と状況に基づいて判断が求められる事項や、

まだ適用されていない又は適用間もない基準についての解釈の相違、ある法域の法制度

等に関連する特有の事項などに関しては、IFRS 解釈指針委員会から解釈を出すべき事

項とは考えていない旨の発言があった。これに対して、参加者から、次の発言があった。 

・ IFRS 解釈指針員会は、事実と状況に基づいて判断が求められる事項であっても、

監査人、規制当局と作成者間で判断が分かれている事項があれば、どのような点に

基づいて判断を行うことが適切なのか等について解釈を出すべきである。（EFRAG） 

・ 法域特有の事項に関しては、IFRS 解釈指針員会が解釈を示さなければ、各法域で

ガイダンスを出すことを検討することとなり、IFRS 解釈指針員会の解釈と各法域

でガイダンスとはトレードオフの関係にある。（IFASS 議長） 

・ 法域特有と思われる問題が、他の法域にも共通にみられる論点を含んでいる場合が

ある。（メキシコ） 

他方、フランスから、IASB や IFRS 解釈指針員会が多くの狭い修正や解釈により個別
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に対処するよりは、基準の修正を中止する期間を確保するとともに、次のアジェンダ・

コンサルテーションまで待ちより幅広いプロジェクトで対応するかどうかを決定した

方が良いという意見も聞かれた。 

その他、複数の参加者から IASB が行うアウトリーチの実施方法について改善を求め

る意見が寄せられた。これに対して、IASB のシニア・ディレクターから改善案を検討

している旨の発言があった。また、オーストラリアからは、アウトリーチの結果を IASB

からフィードバックを受けることが有用である旨の発言があった。 

ASBJ からは、アウトリーチの結果を IASB へ報告することは各国基準設定主体にとっ

て義務ではないため、対応が難しければ対応する必要がない旨をコメントしたほか、ア

ウトリーチから会計基準設定主体が学べることが多くある旨の発言を行った。 

2. メンバーによるプロジェクトの報告 

(1)財務報告における事業モデルの役割 

EFRAG は、2013 年 6月に、Bulletin「より良いフレームワークを目指して－事業モデ

ルの役割2」（以下「本 Bulletin」という。）を公表している3。 

今回の IFASS 会議では、EFRAG は、本 Bulletin の内容を説明した上で、IASB のディ

スカッション・ペーパー（DP）「概念フレームワーク」に記載されている事業モデルの

役割に対する EFRAG の見解を説明した。EFRAG の説明の概要は次のとおりである。 

・ 本 Bulletin では、事業モデルを、価値創造プロセス（企業がどのようにキャッシ

ュ・フローを生成するか）と最も関連性があるものとして取り扱っている。 

・ 事業モデルは財務報告において、認識、測定、表示及び開示に関して役割を果たす

べきであり、概念フレームワークに記載されるべきである。 

・ IASB の DP に関しては、EFRAGA は、資産が将来キャッシュ・フローにどのように貢

献し、負債がどのように決済されるかを決定する際に、事業モデルを考慮に入れる

べき旨を概念フレームワークに記載するべきであると考えている。 

EFRAG の説明に対して、ASBJ からは、事業モデルが概念フレームワークにて定義可能

かどうかについては懐疑的であるが、会計単位と測定に関して事業モデルが重要となる

と考えられ、特に測定については未実現利益を純損益により表示するのかどうかを決定

する際に、事業モデル（広義）の考え方を考慮に入れることは重要である旨の発言を行

った。 

FASB からは、概念フレームワークの忠実な表現や認識に関して、事業モデルの記述

の必要性については疑問であり、測定に関しても未実現損益の表示に事業モデルが必ず

2 原文は以下を参照。

http://www.efrag.org/files/EFRAG%20Output/131218_Business_Model_Research_Paper.pdf 
3 コメントは 2013 年 9 月 30 日に締め切られている。 
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しも必要ではないと考えている旨の発言があった。 

(2)のれんの減損及び償却に関するプロジェクト 

ASBJ、EFRAG、イタリア会計基準委員会（OIC）（以下、「リサーチ・グループ」という。）

は、共同で行っているのれんの償却及び減損に関するリサーチについて説明を行った。 

このプロジェクトは、金融危機において、のれんの減損が適時に認識されなかったと

いう指摘や、のれんの減損に関する開示が十分でなかったという指摘がされたことを踏

まえ、OIC が EFRAG と開始したプロジェクトであり、ASBJ は、2012 年秋の IFASS 会議

にこのプロジェクトに参加した。その後、のれんの事後の会計処理に関して、EFRAG と

OIC が国際的に市場関係者に対する調査を行い4、また、ASBJ が日本国内の市場関係者

に対して調査を行った5。2 つの調査によると、見解は分かれているものの、現行ののれ

んの減損テストについては改善の余地があることが示されたほか、のれんの償却を廃止

したことが未だに議論となっていることが示された。 

今回の IFASS 会議では、リサーチ・グループから、市場関係者に対する調査結果を踏

まえて、のれんの事後の会計処理に関して次の 3つの観点から代替的な改善案について

報告がなされた（なお、下記 3つの代替的な改善案は相互排他的なものでない。） 

・ 減損テストに加えてのれんの償却を再導入する 

・ 減損テストに関する現行のルールを改善する 

・ IAS36 で要求されている開示要求を改善する 

リサーチ・グループからは、のれんの会計処理に関する歴史的経緯を踏まえた上で、

のれんの償却を再導入することが妥当であるという見解、及び、のれんの償却を復活さ

せることなく、減損テストの改善と開示要求の改善によって指摘されている課題への対

処は可能であるという見解の双方について報告がなされた。 

これに対して、スペインから、のれんの償却について EU 会計指令が改訂され、また、

IFRS for SMEs でも償却期間についての修正提案がなされていることを踏まえると、議

論を行うには良いタイミングであると考えられる旨の発言があった。また、他の参加者

からは、のれんの会計処理に関して次の見解が示された。 

・ のれんは、ステュワードシップの観点からは償却すべきであると考えられるが、利

用者に対する意思決定有用性の観点からは、償却すべきとはいえないと考えられる。

（英国） 

・ リサーチペーパーでは、のれんの価値関連性に関する学術研究に触れられているが、

4 原文は以下を参照。

http://www.efrag.org/files/EFRAG%20public%20letters/IFRS%203%20PIR/Feedback_state
ment_goodwill.pdf
5 原文は以下を参照。

https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/press_release/domestic/sme21/sme21.pdf
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無形資産を識別した上でののれんの価値関連性に言及した学術研究も確認すべき

である。（フランス） 

また、FASB 参加者からは次の見解が示された。 

・ のれんは単独で譲渡することができず、のれん単独で将来の便益の流入がないため、

資産の定義を満たすかどうかは疑問である。この点、概念フレームワークにおいて、

単独での将来の便益の流入がないものは資産の定義を満たさない旨を記述すべき

である。 

・ のれんの減損テストは、購入したのれんと、購入したのれんから生じる将来キャッ

シュ・フローと自己創設のれんから生じる将来キャッシュ・フローの合算とを比較

することに問題がある。他方、のれんの償却に関しては、利用者はのれんの償却費

を無視している点で有用な情報を提供しない。 

・ のれんの減損損失は遅行指標であり限られた情報しか提供せず、他方、のれんの減

損テストも償却もコストがかかることを踏まえれば、取得日に一括償却（write 

off）をする選択肢を排除すべきではない。 

FASBからののれんは資産の定義を満たさないのではないかという意見に対して、ASBJ

からは、支払った対価が公正価値を表すのは会計の前提であり、支払った対価に過大支

払いや過大評価があり資産の定義を満たさないという概念を導入すると、のれんに限ら

ず現在の会計全体の前提を覆す議論になるという旨の意見を述べた。 

3. 国際公会計基準審議会からのアップデート 

IPSASB より、現在取り組んでいる公的セクターの財務報告に関する概念フレームワ

ークの開発状況について報告が行われた。  

IPSASB の概念フレームワーク・プロジェクトは、次の通り 4 つのフェーズに分けて

進められており、2014 年 6 月に全ての項目が最終化されることが予定されている。 

フェーズ 項目 公表時期 

フェーズ 1 目的及び質的特性 2013 年最終化 

フェーズ 2 構成要素と認識 2012 年 11 月公開草案 

フェーズ 3 測定 2012 年 11 月公開草案 

フェーズ 4 表示 2013 年 4月公開草案 

各フェーズの公表文書には、IASB の概念フレームワークとの比較も示されている。

IPSASB の概念フレームワークは、基本的には IASB と異なる立場を追求するものではな

いが、その特徴として、構成要素の中に繰延インフロー（アウトフロー）6が含まれて

6 繰延インフロー（アウトフロー）とは、非交換取引により生じた純資産の増加（減少）であっ

て、将来の特定期間に（他の）主体が使用するために提供されるサービス提供能力又は経済的便

益の流入（流出）をいう。
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いること、測定においては、現在価値の測定基礎を、市場価格、再調達原価、正味売却

価格、使用価値などに分けて測定基礎の概念を明らかにしていることが挙げられる。 

IPSASB の説明に対して、参加者からは、IPSASB の概念フレームワークと IASB の概念

フレームワークとの相違点について関心が示された。 

4. 概念フレームワーク 

(1)概念フレームワークの役割と目的 

 ニュージーランド会計基準委員会（NZASB）から、概念フレームワークの役割と目的

に関する発表が行われた。NZASB の概念フレームワークの役割と目的に関する見解の概

要は次のとおりである。 

・ 概念フレームワークは、会計の慣習、手法、実務的便宜でなく、会計概念のフレー

ムワークであるべきである。 

・ 概念フレームワークは、基準レベルのプロジェクトにおいて必要かもしれない（実

際的、政治的な）妥協を含むべきでなく、理念的(aspirational)なものであるべき

である。 

・ 概念フレームワークからの離脱は稀である必要はない。ただし、 概念フレームワ

ークからの離脱は、注意深く考慮され、説明されるべきである。 

NZASB の説明に対して、参加者から次の見解が示された。 

・ 概念フレームワークの役割に関しては、概念フレームワークは会計の慣習などを反

映して随時改訂されるべきものである。また、概念フレームワークは、基準間に矛

盾がない高品質な会計基準の開発に貢献するという役割もある。（EFRAG） 

・ 概念フレームワークから離脱した場合のみならず、離脱していない場合にも、基準

が適切に適用されるためには、結論の背景に要求事項が概念フレームワークにどの

ように則っているかを記載すべきである。（フランス） 

ASBJ からは、概念フレームワークは随時改訂されるべきものであることを述べた上

で、概念フレームワークからの離脱は必要な場合はあるものの、概念フレームワークへ

の信頼を維持するためにも最小限にとどめるべきである旨の発言を行った。 

(2)財務業績計算書での表示と測定との関連 

FASB のリンズマイヤー理事より、概念フレームワークに関連して、「財務業績計算書

における表示の改訂モデル：測定に対して生じる可能性のある含意」（以下「本ペーパ

ー」という。）が IFASS 会議に提出され、説明が行われた。本ペーパーは、財務業績の

報告モデルの改訂を提案し、測定に対する影響の可能性を探ることを目的としたもので

あり、概要は次の通りである。 

・ 現在の OCI と純損益の区別には一貫性はなく、基準設定主体が政治的な理由で決定
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しているに過ぎない。 

・ 投資家が特に着目しているのは一株当たり利益（EPS）情報と非 GAAP 指標（当期純

利益から非反復的なものを除いたもの等）であり、営業利益及び包括利益について、

それぞれ反復的なものと非反復的なものを表示することが重要である。 

・ これまで、測定基礎の有用性は貸借対照表の観点から検討されることが多かったが、

企業への将来キャッシュ・インフローの金額、時期、不確実性の予測を促進する観

点からは、損益計算書の観点から検討することがより目的適合的と考えられる。 

・ 損益計算書の観点からは、公正価値情報の目的適合性は未実現損益が意思決定に有

用な情報を提供するかによって判断され、当該判断は資産や負債が満期前に売却又

は移転される可能性が高いか否かに依存する。 

リンズマイヤー理事の説明に対して、ASBJ からは本ペーパーに対して次の発言を行

った。 

・ 本ペーパーでは、資産と負債の測定基礎について、特に、企業の財務業績の観点か

ら決定されるとしている点、未実現利益の認識が意思決定有用となるか否かは、資

産又は負債が満期以前に売却される可能性に着目して評価を行っている点につい

て評価する。 

・ ただし、財務諸表利用者からは、公正価値のように貸借対照表において財務業績と

は別の測定基礎により表示することが求められる場合があり、財務業績の観点から

測定基礎を検討するとともに、財政状態の観点からも測定基礎を検討し、両者の差

額を OCI として表示することが必要となる場合があると考えられる。 

・ 営業利益の有用性は、純損益の部分集合として開示される場合に限られると考えら

れる。  

これに対して、リンズマイヤー理事から、貸借対照表において公正価値測定が求めら

れるが財務業績の観点から公正価値測定が求められない場合は多くは生じないと考え

られるが、それがどのような場合なのかを検討することは有用である旨の発言があった。 

その他、参加者から次の見解が示された。 

・ 財務業績計算書においてどのような目的を達成すべきなのかを明らかにした方が

良いと考える。また、利用者に対して、将来の業績を予想するために、過去情報を

提供すべきなのか、それとも、過去情報を修正した情報を提供すべきなのかを検討

した方が良いと考えられる。（ニュージーランド） 

・ 反復的なものと非反復的なものを定義するのは難しく、純損益と OCI を定義する方

が容易である。（南アフリカ） 

また、複数の参加者から、報告期間末日における現在価値測定の有用性とその再測定

による差額を OCI に含めることをどのように考えるか質問があった。これに対して、リ

ンズマイヤー理事から、次の回答があった。 
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・ 利用者の財務報告への期待を考慮すると、資産や負債が満期前に売却又は移転され

る可能性が高くない場合に、たとえそれが金融資産であっても、途中の現在価値の

変動に関する情報を提供する有用性は低い。 

・ 再測定は反復、非反復の言い換えにすぎず、再測定による差額は、反復、非反復の

いずれかに分類される。 

・ OCI 項目に表示するからといって、報告期間に経済的な影響がないとはいえず、現

行の純利益と OCI の分類を正当化することは非常に困難である。 

(3)開示に関する取組み 

 IASB は、報告企業の外部の利用者との財務情報に関するコミュニケーションを改善

してより効率的にすることを目的として、開示に関する取組みのプロジェクトに着手し

ている。今回の IFASS 会議では、現在進行中の XBRL のタクソノミに関する公開草案、

短期の取組みの 1 つである重要性、中期の取組みの 1 つである IFRS における開示原則

について説明がなされた。 

重要性及び IFRS における開示原則に関しては、ブレークアウト・セッションでも論

点として取り上げられており、このセッションでは、主にブレークアウト・セッション

において取り上げられない現在進行中の XBRL のタクソノミについて参加者間で議論が

行われた。 

参加者からは、XBRL の ED に対して、IASB へどのようなコメントが寄せられたかかに

ついて質問があり、これに対して IASB のシニア・ディレクターから、XBRL に関しては

主にタクソノミのストラクチャーについての技術的な事項についてコメントが寄せら

れた旨の回答があった。 

5. ベスト・プラクティス・ステートメントの更新 

IFASS 議長より「憲章 IASB と他の会計基準設定主体」、「IFASS 憲章」の改訂草案が

示され、これに関する議論が行われた。今回の改訂草案は、前回の IFASS 会議以降に各

法域から寄せられたコメントに基づき修正が行われたもので、最終案として提示された。 

「憲章 IASB と他の会計基準設定主体」について会議に提示された文案は、前回会

議で議論された版と比較して、主にアジェンダ・コンサルテーションや IFRS の運用と

メンテナンス等における IASB と他の会計基準設定主体の協力関係等について修正が行

われたほか、「IFASS 憲章」は、IFASS 会議ではメンバーシップの要件を設けないとさ

れたことによりメンバーシップに関する文言が削除すること等が行われている。 

会議中、議論を踏まえ、幾つかの点について修正が合意されたが、IFASS 議長から修

正文案について IFASS 参加者に電子メールにて回付の上、確認を求めることとされた。 
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6. IASB による主要なアジェンダに関する近況報告 

IASB による主要なアジェンダに関して、小グループに分かれて議論を行うブレーク

アウト・セッションが行われ、リース、金融商品、開示に関する取組みの各プロジェク

トについて議論がされた。 

筆者が参加した金融商品のセッションでは、IASB のディレクターから、IFRS 第 9 号

を適用するにあたっての経過措置や、分類及び測定及び減損に関する IASB と FASB との

コンバージェンスの状況について説明がされたほか、マクロヘッジ活動の会計に関する

プロジェクトに関して IASB における主な検討事項について説明がされた上で、参加者

との間で質疑応答が行われた。特に、マクロヘッジ活動の会計に関するプロジェクトに

ついて、特にパイプライン取引の定義やその提案される会計処理について質問がされた。

7. 時事的な問題 

(1)割引率 

IAS 第 19 号「従業員給付」第 83 項では、退職後給付債務の割引に使用する率は、報

告期日の末日時点の優良社債(high quality corporate bonds)の市場利回りを参照して

決定しなければならないとされ、そのような債券について厚みのある市場が存在しない

国では、国債の市場利回りを使用しなければならないとされている。 

この点、金融危機の影響等で、長期の満期を有する優良社債が少なくなってしまって

いる。このため、DRSC から、優良社債をどのように識別すべきかについて IFRS 解釈指

針委員会に照会がされた。しかし、IFRS 解釈指針委員会では論点が広範囲であること

等を理由にアジェンダに取り上げられないことが決定され、また、IASB の割引率に関

するリサーチプロジェクトにおいても、直接的には取り扱われる予定はない。今回の会

議では、DRSC から、IFRS 解釈指針委員会及び IASB における審議状況が紹介された。 

次に、年次改善（2012－2014 年サイクル）の公開草案では、IAS 第 19 号「従業員給

付」第 83 項に規定する優良社債に厚みのある市場が存在するか否かの評価を、同一の

通貨を共有する複数の国から構成される地域市場（例ユーロ圏）において行う場合、こ

の評価を「各国レベル」で行うのではなく、「通貨レベル」で評価すべきことが提案さ

れている。これについて、DRSC から、次の異なる 2 つの考え方が存在することが示さ

れた。 

見解 A：世界中の入手可能なすべての同一通貨建ての優良社債を常に考慮して決定す

る。 

見解 B：国内に優良社債の厚みのある市場が無い場合のみに、世界中の同一通貨の優

良社債を考慮して決定する。 

この年次改善に対して、参加者からは、次のような懸念が示された。 

・ 年次改善で提案されているが、この提案は実務に大きな影響を与える可能性がある。
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（英国、フランス） 

・ ある国（例えばジンバブエやブラジル）が他国通貨建て（例えばドルやユーロ）の

優良社債の市場利回りを参照して割引率を決定している場合、ある国の市場利回り

と他国の市場利回りが異なるはずだが、他国の市場利回りを使用することが妥当か

否か疑問である。（英国、南アフリカ） 

・ 複数の通貨による運用をしている場合には、どの通貨の市場利回りを使用するのか

疑問が生じる。（南アフリカ） 

ASBJ からは、おそらく IASB の意図は、見解 Bであると考えるが、IASB の意図が明確

になるよう少なくとも結論の背景へ趣旨の記載が必要であるという旨の発言を行った。 

(2)IFRS 第 11 号「共同支配の取決め」適用上の課題 

 イタリア会計基準設定主体（OIC）は、前回の IFASS 会議に引続き、IFRS 第 11 号「共

同支配の取決め」に関する適用上の課題を説明した。OIC は、IFRS 解釈指針委員会に寄

せられた IFRS 第 11 号から生じる適用上の論点及び IFRS 解釈指針委員会での検討状況

などを説明した後、新たに次の論点について問題提起を行った。 

① 負債に対する義務の性質 

IFRS 第 11 号 B27 項では、共同支配の取決めの当事者が、第三者への保証又はコミッ

トメントを提供するという定めは、それ自体では、共同支配の取決めを共同支配事業で

あると決定するものではないとされているが、共同支配の取決めの当事者が負債に対す

る一次的な義務を有さない場合（例えば保証のみを提供している場合）に、それのみで

共同支配の取決めを共同支配事業としては分類しない（すなわち共同支配企業として分

類する）と判断するのか、共同支配の取決めの当事者が資産に対する権利を有するか否

かさらなる検討が必要であるかが明らかではない。 

② 共同支配の取決めを共同支配事業に分類するようストラクチャリングを行うこと

は可能か 

IFRS 第 11 号 B31 項及び B32 項に従い「その他の事実及び状況」を考慮する際に、IFRS

第 11 号では、会計単位として関連する契約を検討する規定がなく、共同支配の取決め

を共同支配事業に分類するようストラクチャリングを行うことが可能であると考えら

れる。 

③ 個別財務諸表における別個のビークルを通じて組成された共同支配事業に対する

持分の会計処理 

IFRS 第 11 号では、別個のビークルを通じて組成された共同支配事業に対する持分を

会計処理する際に、共同支配事業者が個別財務諸表において連結財務諸表と同じ方法に

従うことを要求している。OIC によると、IFRS 第 11 号において、共同支配事業に対す
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る持分に限って、IAS 第 27 号「個別財務諸表」 のガイダンス7とは異なる会計処理を要

求している理由を理解するのが困難であるとしている。OIC は、IASB が IAS 第 27 号を

修正し、共同支配事業者の個別財務諸表において、共同支配企業と同じ方法で会計処理

を行うこと（すなわち、取得原価又は公正価値で）を認めるべきであると考えている8。 

OIC のこれらの問題提起に対して、カナダから IFRS 第 11号では望む結果を得るため

にストラクチャリングすることが可能である旨の発言があった。また、IFASS議長から、

個別財務諸表における会計処理に関しては、共同支配事業への投資は、IFRS第 11号上、

自己が有する権利と義務を資産と負債として認識することが意図されており、投資とし

て会計処理するのは IFRS 第 11 号の原則と異なる旨の発言があった。 

(3)マクロヘッジ活動の会計処理 

オーストラリア会計基準委員会（AASB）より、今後 IASB が公表を予定しているディ

スカッション・ペーパー「マクロヘッジ活動の会計処理」（DP）に関して、発表が行わ

れた。発表の概要は次のとおりである。 

① 金融商品のオープンポートフォリオに関する会計で既知の問題 

IAS 第 39 号「金融商品：認識及び測定」上、ヘッジ対象の多くの資産は期限前償還

オプションを有するが、ヘッジ手段は通常期限前償還オプションを有さず、IAS 第 39

号で求められる有効性を満たさない場合がある。また、IAS 第 39 号では、ヘッジ対象

として、ネットポジションでの指定を禁止しているが、企業は管理上、ネットポジショ

ンでヘッジしている場合があり、個々の項目ごとのヘッジの指定には、追加のシステム

変更が必要である。 

②金融商品のオープンポートフォリオに関して利用可能な現行 IFRS の会計処理 

オーストラリアでは、IAS 第 39 号を適用している場合には、公正価値マクロヘッジ

（ポートフォリオの金利リスクに関する公正価値ヘッジ）やキャッシュ・フロー・マク

ロヘッジ、公正価値オプション、またはこれらの組合せが用いられている。 

③DP に対する予備的コメント 

AASB は、IASB の DP（これまでの IASB スタッフ・ペーパーに基づく）に対して、主

に次の予備的なコメントを有している。 

・ 非デリバティブ項目に対する概念的な測定基礎を特定しておらず、デリバティブの

7 子会社、関連会社又は共同支配企業に対する投資を、投資者の個別財務諸表において取得原価

又は公正価値で会計処理することを要求している。 
8 この点、EFRAG は、OIC の懸念に同意し、IASB に IAS 第 27 号を修正するよう要望書を提出し

ている。 

http://www.efrag.org/files/IFRS%2011%20Interpretation%20issues/Joint%20operations%20i
n%20SFS%20of%20joint%20operator/IFRS_11_-_Accounting_for_Joint_Operations_in_Sepa
rate_FS_-_EFRAG_letter_to_IASB.pdf
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測定とヘッジ対象項目の間のギャップを橋渡しするに過ぎないように見える。 

・ 現行では、ヘッジ会計の適用が禁止される項目がある（例えば、内部デリバティブ、

資本モデルブック、要求払預金）。適用範囲を広げる場合には、現行のヘッジ会計

の適用を禁止する主張に対抗する根拠が必要である。 

・ 再評価の対象となるのが、どのような「管理されているリスク」が選択されるのか

検討が必要であり、適用が選択適用か否かを検討する必要がある。 

・ OCI を利用する場合、OCI をリサイクリングするかどうかを検討する必要がある。 

上記①②に関しては、カナダやドイツから、多くの金融機関では、ヘッジ活動として

将来キャッシュ・フローをヘッジしており、IAS 第 39 号上、マクロヘッジ活動の会計

を適用している企業は限られている旨の発言があった。 

上記③に関しては、参加者から主に次の見解が示された。 

・ どのような情報を提供することによって有用な情報が提供されるかを検討する必

要がある。また、マクロヘッジ活動の会計がどのようなリスクマネジメントの現状

を表すのが目的なのか、例外的な会計処理なのかを明らかにする必要がある。

（EFRAG） 

・ オープンポートフォリオという概念の導入により、ヘッジ手段の公正価値の変動状

況により、ヘッジ対象を増減させる誘因が働くと考えられ、マクロヘッジ活動の会

計が利益操作に使用されることを懸念している。（FASB） 

・ マクロヘッジ活動の会計は実際には再評価モデルではなく、一部の金利の要素のみ

を再評価しているモデルである。一部の要素のみの再評価モデルが利用者に理解さ

れるのかどうかを懸念している。（英国） 

また、ASBJ からは、次の発言を行った。 

・ 一部の保険会社が、新たな保険契約の基準がリスクマネジメントの状況を必ずしも

反映しない部分があるとして、マクロヘッジ活動の会計に興味を示している。本プ

ロジェクトを進めるにあたっては、マクロヘッジ活動の会計が、オープンポートフ

ォリオについて目的適合的な情報を提供することが目的なのか、現行の会計基準と

実際のリスクマネジメントの状況とのギャップを埋めることが目的なのかを明ら

かにすることが必要である。 

(4)国際競争入札の下での組込デリバティブの分離 

インド勅許会計士協会（ICAI）より、国際競争入札（ICB）の下で契約された金融商

品ではない主契約に組み込まれた外貨デリバティブを、IFRS 第 9 号「金融商品」B4.3.8

項（d）に従い、主契約から分離することが求められるかについて問題提起があった。 

ICB においては、応札を行う業者は、契約を行う通貨を選択することができるとされ

ており、インドでは、ICB の下で、①インドの業者との契約を外国通貨及び／又はイン
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ドルピー（INR）で（通常は複数通貨）、又は、②海外業者との契約を、業者の通貨又は

第 3国の通貨で契約が行われる。 

この点、IFRS 第 9 号 B4.3.8 項（d）では、金融商品ではない主契約に組み込まれた

外貨デリバティブが、次の①～③の全てを満たすならば、主契約と密接に関連している

とされており、外貨デリバティブを主契約から分離することが要求されないとされてい

る。 

①レバレッジされていないこと 

②オプション要素を含んでいないこと 

③IFRS 第 9 号 B4.3.8 項（d）（ⅰ）～（ⅲ）のいずれかの条件 

上記③の条件の内、IFRS 第 9 号 B4.3.8 項（d）（ⅲ）では、外貨デリバティブが「取

引が行われる経済環境において、非金融商品項目の売買契約に通常使用されている通

貨」である場合とされており、ICB の下での契約で使用される外貨が、この「売買契約

に通常使用されている通貨」を常に満たしているといえるかについて問題提起が行われ

た。 

これに対して、IASB のマッキントッシュ副議長から、ICB を定義することが困難であ

ると考えられること、また、提示されている記載のみで通常使用されている通貨といえ

るかどうか判断がつきかねる旨の発言があった。また、IFASS 議長から特定の契約に対

して IFRS 解釈指針委員会が解釈を出すかどうか疑問である旨の発言があった。 

(5)持分法－測定基礎なのか一行連結なのか？ 

EFRAG より、2014 年 1月に簡潔な検討（short discussion）シリーズとして公表した

「持分法：測定基礎なのか一行連結なのか？9」（コメント期限：2014 年 5 月 15 日）の

内容の説明が行われた。 

持分法は長らく、測定基礎なのか一行連結なのか、又はそれらの混合なのか、概念的

根拠が明らかではなく、適用にあたっての懸念が示されてきた。EFRAG は、「持分法：

測定基礎なのか一行連結なのか？」の中で、持分法の歴史を整理した上で、持分法がど

の程度、測定基礎なのか一行連結なのか、又はそれらの混合なのかを検討している。 

本資料では、持分法が、歴史的な背景として、連結会計の開発が進む前に非連結の子

会社に適用されてきたことを踏まえると、一行連結であったとしている。しかしながら、

IFRS 第 3号、IFRS 第 10 号、IFRS 第 11 号の開発にあたり、支配を絶対的な概念として、

報告企業の範囲や、会計処理が決定されるようになったこと等を踏まえると、投資者は

持分法が適用される関連会社や共同支配企業を支配していないため、概念的には、一行

9 原文は以下を参照。

http://www.efrag.org/files/EFRAG%20public%20letters/EFRAG%20SDS/SDS1_The_Equity_
Method/EFRAG_SDS1_The_Equity_Method.pdf 
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連結といえるかどうか議論になるとしている。また、持分法は、投資先の業績を描写す

るための基礎として、原価や公正価値による測定よりも目的適合的な情報を提供すると

の見解もあるとされている。 

EFRAG の説明後、参加者からは、次のような見解が示された。 

・ 本資料に記載のとおり、歴史的背景からは持分法は一行連結とは必ずしもいえず、

資産運用でもなく支配持分でもない中間の層として、公正価値の代替値又は近似値

として使用されることに意義があるのではないか。（IFASS 議長） 

・ 投資の測定として持分法の適用範囲を狭めることを試みてきたが、市場関係者は持

分法を完全に廃止することを望んでおらず重要な影響力のある投資の測定として

取扱うことを望んでいる。（FASB） 

また、IASB のシニア・ディレクターから、持分法の適用上の懸念に関しては短期プ

ロジェクトとして可能限り迅速に対処する旨の発言があったが、英国からは、短期の修

正が問題に必ずしも対処していない旨の発言があった。 

8. 地域グループからの報告 

地域グループから、主に次のような説明がされた。

(1) アジア・オセアニア会計基準設定主体グループ（AOSSG） 

・ 2014 年 11 月に議長と副議長が交代し、香港が議長、韓国が副議長となった。任期

は 2015 年 11 月までである。 

・ AOSSG の現在の取組みは、IASB からの公開草案に対するコメント提出や IFRS の解

釈に関する取組みが多い。 

(2) 欧州財務報告諮問グループ（EFRAG） 

・ IASB による協議プロセスに積極的に参加している。 

・ IASB が公表したリース及び保険の公開草案の内容について欧州でフィールドテス

トを行い、その結果を、フィードバック･ステートメントとして公表した。 

・ IASB で現在審議されているプロジェクトとは別に、自発的な活動をおこなってお

り、Bulletin「複雑性」、リサーチペーパー「事業モデル」、簡潔な検討（short 

discussion）シリーズ「持分法：測定基礎なのか一行連結なのか？」、「資本提供者

による情報の利用」、フィードバック･ステートメント「排出権」を公表した。 

・ EU 委員ミシェル・バルニエ（Michel Barnier）氏のスペシャルアドバイザーであ

るフィリップ・メイスタット（Philippe Maystadt）氏により提言された EFRAG の

変革が現在進行中である。 

(3) ラテンアメリカ会計基準設定主体グループ（GLASS）
・ IASB のプロジェクトに対応して作業グループを設置しているほか、幾つかの論点

について研究グループを設置している。作業グループは、IASB の公開草案等にコ
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メントを提出又は提出する予定である。 

(4) 全アフリカ会計士連盟（PAFA） 

・ PAFA は、2014 年から毎年の 2つの基準設定主体/テクニカルフォーラムの運営を開

始する予定である。1つは、公用語がフランス語の国が開催し、もう 1つは、公用

語が英語の国が開催する。 

9. メンバーによる新たなプロジェクト 

(1)キャッシュ・フロー計算書 

英国財務報告評議会（FRC）は、キャッシュ・フロー計算書の改善を目的としたリサ

ーチ活動を行っている。このリサーチ活動は、投資家からの現行のキャッシュ・フロー

計算書では欲しいと考える情報が表示されていない場合があるとの懸念に対応するも

のであり、リサーチ結果が IASB に提供される予定である。ただし、リサーチ活動は、

現在、現行のキャッシュ・フロー計算書の課題を識別する予備的段階にある。 

今回の IFASS 会議では、FRC が識別した主に次のキャッシュ・フロー計算書の課題に

ついて説明が行われた。 

① 一体性（Cohesiveness） 

キャッシュ・フロー計算書の有用性は、他の財務諸表との関連性が明確になることに

より高められ、その一つの方法として、キャッシュ・フロー計算書と他の財務諸表との

関連を示す調整表を作成することが考えられる。 

② キャッシュ・フロー計算書の目的 

IAS 第 7号ではキャッシュ・フロー計算書の目的が特定されていない。従来より、キ

ャッシュ・フロー計算書は、業績の測定値を提供する（おそらく企業評価（valuation）

のためのインプットとして）ため、または、流動性や支払能力の評価のため、純利益の

質の評価のためなどに用いられているといわれているが、特に投資家が重要視している

利用方法を理解することが望まれる。 

③ 直接法と間接法 

企業は、直接法を用いて営業活動によるキャッシュ・フローを報告することが推奨さ

れるが、間接法も認められる。多くの利用者は直接法により開示されることを望むが、

作成者は直接法によるコストが過大であると主張している。 

④ 営業キャッシュ・フローと純利益の調整 

間接法によるキャッシュ・フロー計算書において、損益計算書におけるどの項目（純

損益か営業利益等の小計）をスタートとするかに関して課題がある。 

⑤ 純債務の変動に関する調整表 

英国において、キャッシュの動きと、純債務（net debt）の変動に関する調整表を開

示する実務慣行がある。IFRS ではこのような調整表の開示は要求していないが、CRUF

（企業報告利用者のためのフォーラム）等からは、その重要性が指摘されている。 
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FRC からの説明後、参加者からは、次のような見解が示された。 

・ キャッシュ・フロー計算書に関する詳細な表示の規定及びその逸脱が許容されるか

どうかが不明瞭であることによりキャッシュ・フロー計算書が本来持つ有用性が損

なわれていると考えられる。キャッシュ・フロー計算書の有用性で重要な論点の一

つとなりうるのは、発生主義による財務業績の質を評価するために有用かどうかと

いう点であり、利用者の視点から、キャッシュ・フロー計算書の表示を考えること

が重要である。（FASB） 

・ 利用者が EBIT や EBITDA などの非 GAAP 指標を用いて発生主義による財務業績の質

を評価しているのであれば、監査済みのキャッシュ・フロー計算書の表示の方法を

再検討することにより、非 GAAP 指標よりも有用となりうるのではないか。（IFASS

議長） 

ASBJ からは、財務業績の評価という観点からは、キャッシュ・フロー計算書は、包

括利益計算書よりも重要性が低いと考えられ、キャッシュ・フロー計算書の一体性や直

接法は、過去の表示のプロジェクトにおいて市場関係者からの強い反対にあったことを

踏まえて議論を進めた方が良いと考えられる旨の発言を行った。 

(2)年次報告の複雑性 

EFRAG は、2014 年 2 月に公表した Bulletin「より良いフレームワークを目指して－

複雑性(Complexity)10」（コメント期限：2014 年 4 月 30 日）（以下「本 Bulletin」とい

う。）の内容を説明した。 

本 Bulletin では、複雑性を企業と利害関係者の間の財務報告を通じた効果的なコミ

ュニケーションを阻害するとともに、市場の非効率性を創出し、資本の有効な配分の妨

げになるものとしている。このため、可能な場合、複雑性を最小化することが重要とし

た上で、複雑性を次の 2つに区分して議論している。 

(1)回避不能な複雑性・・・事業活動がより高度化され、理解が困難になったこと

によるもの。 

(2)回避可能な複雑性・・・基準設定や規制、教育、情報の送信が効果的でなかっ

たために生じるもの。 

本 Bulletin において、EFRAG、及びフランス ANC、英国 FRC 並びにイタリア OIC は、

基準設定主体や関係者が複雑性を明示的に考慮するよう、概念フレームワークの理解可

能性、コスト便益の制約において、複雑性に関する議論が含まれるべきとしている。 

他方、本 Bulletin において、ドイツ DRSC は、複雑性は基準設定主体にとって重要な

10 原文は以下を参照。

http://www.efrag.org/files/Conceptual%20Framework%202013/140210_CF_Bulletin_Comple
xity.pdf 
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論点と認識しているが、現行の概念フレームワークにおいて、IASB が複雑性の問題を

扱うツールが既に存在しているとされている。 

EFRAG の説明後、参加者からは、次のような見解が示された。 

・ 複雑性を減少させるのは重要であると考えており、複雑性を概念フレームワークで

取り扱わず、収益認識の会計基準開発で得られた経験を踏まえ、会計基準の草案に

おいてどのように回避可能な複雑性を減少させることができるかについての方針

書を開発した。（FASB） 

・ 概念フレームワークの最後に、複雑性を含めた適用に関する章を設けたらどうか。

（IFASS 議長） 

IASB のマッキントッシュ副議長から個人的な意見として、複雑性はコストと便益に

関係するに違いないが、複雑性は概念上の決定要因ではないため、複雑性を概念フレー

ムワークに記載すると混乱の原因になると考える旨の発言があった。 

ASBJ からは、次の発言を行った。 

・ 会計基準設定主体が基準開発の際に複雑性を評価するしくみが必要であると考え

られる。概念フレームワークへの記載の観点からは、利用者が理解困難な複雑な基

準により、利用者に対するコストが生じる点を記載した方が良いと考えられる。 

(3)資本提供者による情報の利用 

EFRAG は、2014 年 1 月に簡潔な検討（short discussion）シリーズとして公表した「資

本提供者による情報の利用：基準設定に対する示唆」の内容を説明した。 

本資料は、EFRAG 及びスコットランド勅許会計士協会（ICAS）が行った 資本提供者

による情報の利用に関する学術文献のレビュー結果を、EFRAG が基準設定主体への示唆

としてとりまとめたものである。概要は次のとおりである。 

・ 財務諸表の情報がどのように利用されているか裏付けが十分ではなく、どのような

情報が有用かはある程度、推察と信念に基づかなければならない。 

・ 資本へのプロの投資者は、財政状態計算書よりも損益計算書（statement of profit 

or loss）の情報に基づいて将来キャッシュ・フローの予測を行っていることが多

い。これが仮に、利用者が、将来キャッシュ・フローを予測するに際に、企業の資

源及び請求に関する情報というよりも過去の業績に関する情報を考慮に入れてい

るのであれば、基準設定主体は、損益計算書を重視した方が良い。 

・ 資本又は負債へのプロの資本提供者は、「持続的な」又は「反復的な」利益を反映

した情報を求める傾向にある。 

・ 純損益と OCI とを区分することは、投資者の重点の置き方が異なるため、目的適合

性がある。 

・ 特定の資産に関しては、公正価値測定が原価測定よりも望ましい。しかしながら、公
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正価値が、観察不能なインプットを用いた評価技法により測定されるのであれば、

公正価値測定は原価測定よりも望ましいとはいえない。 

一部の参加者からは、資本提供者によっては、資本提供者と企業との契約により、必

要な情報を企業から入手している場合があるのではないかという意見があった。これに

対して、IFASS 議長から、プライベートセクター以外はそのようなことなく、提供され

る財務情報がリテールセクターにおいてどのように利用されているかを分析すること

は重要である旨の発言があった。 

10.社会及び経済発展への会計基準の貢献：機会と脅威 

シエラレオネの会計基準設定主体（CSAAG）の委員長より、「社会及び経済発展への会

計基準の貢献：機会と脅威」と題した研究に関するプレゼンテーションが行われた。こ

のセッションでは、プロフェッショナルは競争への負担が小さい価値や慣習を保つべき

であり、道徳性をもって会計基準を設定すべきである旨の発表が行われた。 

11.IFASS 会議の運営について 

(1)前回会議の評価 

 IFASS 会議運営の向上を目的として、参加者に対するアンケート調査が実施されてお

り、前回会議の評価結果が報告された。議長からは、アンケート調査結果を踏まえ、資

料の提出期限や提示方法（Web に掲示するか電子メールでの送付か）等に関する提案が

され、参加者が各人の意見を今回の IFASS 会議のアンケートに記載することとなった。 

(2)今後の計画 

IFASS 議長から今後の計画について説明があった。2014 の秋の IFASS 会議はロンドン

で開催されることが確認された。また、2015 年春の IFASS 会議はヨルダンで開催され

ることとされた。 

以 上


